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１１．国民健康保険特別会計



 



○ 令和元年度国民健康保険特別会計歳入歳出決算

１．当初予算対決算の状況

(1) 歳　　入

増減額Ａ－Ｂ(C) 増減率Ｃ/Ｂ(％) 決算額(％) 当初予算額(％)

1 国 民 健 康 保 険 税 1,234,140 1,160,278 73,862 6.4 19.95 19.00

2 使 用 料 及 び 手 数 料 871 869 2 0.2 0.01 0.01

3 国 庫 支 出 金 2,145 1 2,144 214,400.0 0.04 0.00

4 県 支 出 金 4,363,344 4,363,426 ▲ 82 0.0 70.54 71.44

5 財 産 収 入 0 1 ▲ 1 ▲ 100.0 0.00 0.00

6 繰 入 金 577,712 577,713 ▲ 1 0.0 9.34 9.46

7 繰 越 金 0 1 ▲ 1 ▲ 100.0 0.00 0.00

8 諸 収 入 7,370 5,484 1,886 34.4 0.12 0.09

6,185,582 6,107,773 77,809 1.3 100.00 100.00

歳入決算の状況

 

(2) 歳　　出

増減額Ａ－Ｂ(C) 増減率Ｃ/Ｂ(％) 決算額(％) 当初予算額(％)

1 総 務 費 19,091 19,467 ▲ 376 ▲ 1.9 0.32 0.32

2 保 険 給 付 費 4,116,644 4,271,110 ▲ 154,466 ▲ 3.6 69.55 69.93

3 国民健康保険事業費納付金 1,597,488 1,597,553 ▲ 65 0.0 26.99 26.16

4 共 同 事 業 拠 出 金 1 2 ▲ 1 ▲ 50.0 0.00 0.00

5 財政安定化基金拠出金 0 1 ▲ 1 ▲ 100.0 0.00 0.00

6 保 健 事 業 費 60,992 75,185 ▲ 14,193 ▲ 18.9 1.03 1.23

7 基 金 積 立 金 0 1 ▲ 1 ▲ 100.0 0.00 0.00

8 公 債 費 0 936 ▲ 936 ▲ 100.0 0.00 0.01

9 諸 支 出 金 124,691 133,518 ▲ 8,827 ▲ 6.6 2.11 2.19

10 予 備 費 0 10,000 ▲ 10,000 ▲ 100.0 0.00 0.16

5,918,907 6,107,773 ▲ 188,866 ▲ 3.1 100.00 100.00

歳出決算の状況 （単位：千円）

総額に対する構成比
区　  　分 決算額(Ａ) 当初予算額(Ｂ)

比　　　　　較

（単位：千円）

比　　　　　較 総額に対する構成比

歳  入  合  計

歳  出  合  計

当初予算額(Ｂ)区　  　分 決算額(Ａ)

            （単位：千円）

（単位：千円）
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事 業 項 目 及 び

（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果事業費

円

国 民 健 康 保 険 国保の加入状況は、世帯加入国民健康保険の加入状況

特 別 会 計 割合が全体の29.4％（前年度

5,918,906,667 30.3％）、被保険者加入割合が

国民健康保険加入者 22.9％（前年度23.6％）となっ

市全体 （年間平均) ている。

区分 （年間

平均） 一般分 退職者分 計

世 実数（世帯） 28,890 8,504 7 8,511

帯
29.4 0 29.4

数

加入及び構成割合

（％）

人 実数（人） 56,868 13,034 8 13,042

22.9 0 22.9
加入及び構成割合

口 （％）

歳入の約20.0％を占める国保国民健康保険税の状況

（単位：円、％） 税の収入金額は、被保険者の減

少等により、1,234,139,999円

区 分 調定額 収納額 収納率 と前年度と比較して94,531,098

円の減となった。

一般分 1,248,993,068 1,167,620,874 93.48 また、収納率を前年度と比較

してみると、現年度分で0.37ポ

現年度分 退職者等分 750,732 739,374 98.49 イントの増、滞納繰越分で1.69

ポイントの減 全体では0.46ポ、

計 1,249,743,800 1,168,360,248 93.49 イントの減となっている。

一般分 473,371,727 64,460,368 13.62

滞納繰越

退職者等分 8,087,321 1,319,383 16.31

分

計 481,459,048 65,779,751 13.66

一般分 1,722,364,795 1,232,081,242 71.53

合 計 退職者等分 8,838,053 2,058,757 23.29

計 1,731,202,848 1,234,139,999 71.29

一般分 95,825 89,582

現年度分

１ 人 退職者等分 93,841 92,421

当 た り

計 95,824 89,584

現年度分１世帯当たり 146,838 137,276
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事 業 項 目 及 び

（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果事業費

円

国 民 健 康 保 険 低所得者等に係る国保税軽減一般会計繰入金の状況

特 別 会 計 分（保険基盤安定繰入金）、財

（続き） 区 分 繰入金額（円） 政安定化支援事業分を含め、総

保険基盤安定繰入金 467,659,225 額577,712,000円を一般会計よ

事務費繰入金 16,946,466 り繰入れしている。

一般会計繰入金 出産育児一時金繰入金 6,144,720

財政安定化支援事業分 86,961,589

計 577,712,000

令和元年度中における療養保険給付費の状況

（単位：件、円） 給付費等に係る一般被保険者と

退職被保険者等の総受給件数は

区 分 件数 費用額 保険者負担分 227,294件で、それに係る総医

療費は4,826,350,383円となっ

一 般 分 225,397 4,807,504,049 3,504,354,456 ており、このうちむつ市国保会

療養の 計負担分は、3,518,033,534円

給付費 退職者等分 173 1,978,340 1,384,244 となっている。

等 前年度との比較では、受診件

計 225,570 4,809,482,389 3,505,738,700 数が9,590件の減となり、費用

額では140,777,447円の減とな

一 般 分 1,724 16,867,994 12,294,834 っている。

療養費 （平成30年度）

退職者等分 0 0 0 件数 236,884件

等 費用額 4,967,127,830円

計 1,724 16,867,994 12,294,834

また、令和元年度中における

療 養 給 付 費 等 計 227,294 4,826,350,383 3,518,033,534 高額療養費の総受給件数は、

7,376件で、むつ市国保会計負

一 般 分 7,355 555,488,260 担分は、556,045,603円となっ

ている。

退職者等分 6 132,057 前年度との比較では受給件数

高 額 が327件の増となり、費用額では

高 額 介 護 10,799,727円の増となっている。

療養費 合算療養費 15 425,286 （平成30年度）

一 般 分 件数 7,049件

保険者負担分545,245,876円

計 7,376 556,045,603

出 産 育 児 0 1件40.4万円 9,217,080

その他 21 1件 42万円

の 一 時 金 計 21

給付費

葬 祭 費 115 1件 5万円 5,750,000
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事 業 項 目 及 び

（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果事業費

円

国 民 健 康 保 険 各種事業を通して健康に対す保健事業の実施状況

特 別 会 計 る意識の向上等を図った。

（続き）

事 業 名 対 象 概 要
支出済額

(単位：円)

メタボリックシンドロームに着目した

特定健診及び該当者等に対する保健指導

特定健康診査事業 37,565,089 特定健康診査受診率 32.6％ 3,125件
40歳以上75歳未満

特定保健指導事業 特定保健指導実施率 32.0％ 117件

（令和元年度末速報値）

医 療 費 通 知 事 業 国 保 加 入 世 帯 2,657,594 年６回通知 44,370件

ｼﾞｪﾈ ﾘ ｯ ｸ通知事業 国 保 加 入 世 帯 100,923 年２回通知 1,161件

人 間 ド ッ ク 事 業 9,970,116 人間ドック 287件 脳ドック 23件３ ０ 歳 以 上 国 保 加 入 者

医療費適正化事業 国 保 加 入 者 9,558,683 レセプト点検と加入資格の適正化事業等

そ の 他 1,139,325 保健情報システム保守委託料等

合 計 60,991,730

国民健康保険運営協議会は、国民健康保険運営協議会の状況

（単位：人） 国民健康保険の運営に関し必要

な意見の交換や調査、審議、さ

区 分 人 員 らには市町村長への意見の答申

等を行うため設けられている。

被 保 険 者 を 代 表 す る 委 員 4 令和元年度においては、条例

改正、予算・決算などのため４

保険医又は保険薬剤師を代表する委員 4 回開催され、国民健康保険の適

正な運営に寄与した。

公 益 を 代 表 す る 委 員 4

合 計 12

※ 会議の開催状況 ４回
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１２．後期高齢者医療特別会計



 



令和元年度後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算

１．当初予算対決算の状況

(1) 歳　　入

増減額Ａ－Ｂ(C) 増減率Ｃ/Ｂ(％) 決算額(％) 当初予算額(％)

1 後期高齢者医療保険料 367,216 363,086 4,130 1.1 67.8 67.4

2 手 数 料 136 220 ▲ 84 ▲ 38.2 0.0 0.0

3 繰 入 金 167,297 168,507 ▲ 1,210 ▲ 0.7 30.9 31.3

4 繰 越 金 6,777 6,020 757 12.6 1.3 1.1

5 諸 収 入 15 1,102 ▲ 1,087 ▲ 98.6 0.0 0.2

541,441 538,935 2,506 0.5 100.0 100.0

歳入決算の状況

(2) 歳　　出

増減額Ａ－Ｂ(C) 増減率Ｃ/Ｂ(％) 決算額(％) 当初予算額(％)

1
後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 納 付 金

533,609 537,594 ▲ 3,985 ▲ 0.7 100.0 99.8

2 諸 支 出 金 148 1,341 ▲ 1,193 ▲ 89.0 0.0 0.2

533,757 538,935 ▲ 5,178 ▲ 1.0 100.0 100.0

歳出決算の状況

区　  　分 決算額(Ａ)

当初予算額(Ｂ)
比　　　　　較

（単位：千円）

比　　　　　較 総額に対する構成比
当初予算額(Ｂ)

歳  出  合  計

歳  入　合  計

区　  　分 決算額(Ａ)

　　　　　（単位：千円）

（単位：千円）

             （単位：千円）
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事 業 項 目 及 び

（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果事業費

円

後期高齢者医療 被保険者数の状況は、毎年増後期高齢者医療被保険者数

特 別 会 計 加しており、むつ市人口に対し

533,756,721 区 分 令和元年度 平成30年度 増減 15.70％(前年比0.45ポイント

増)となっている。

被保険者数(年平均) 8,946人 8,855人 91人

むつ市人口(年平均) 56,946人 58,073人 ▲1,127人

割 合 15.70％ 15.25％ 0.45Ｐ

保険料は、被保険者の増加に事業実施状況

より、現年分調定額が前年比後期高齢者医療保険料の状況

4.13％増となっている。

区 分 調定額 収入済額 収納率 現年分収入済額は、調定額の

増により、前年比4.08％の増と

特別徴収 271,735,800円 271,759,800円 100.00％ なっている。

還付未済 収納率は、現年分で前年比

現 24,000円 0.05ポイント減、滞納繰越分で

年 1.64ポイント増となっている。

分 普通徴収 95,569,100円 94,005,400円 98.36％

還付未済

15,500円

小 計 367,304,900円 365,765,200円 99.58％

滞納繰越分 2,136,800円 1,451,000円 67.90％

合 計 369,441,700円 367,216,200円 99.39％

徴収した保険料は、平成31年青森県後期高齢者医療広域連合への納付状況

３月から令和２年１月まで徴収

区 分 令和元年度 平成30年度 増減率 した分を、青森県後期高齢者医

療広域連合へ納付した。納付額

保険料納付金 366,311,400円 351,600,000円 4.18％ は、収入済保険料の増に伴い、

前年比4.18％の増となっている。

基盤安定負担金 167,297,221円 169,420,701円 ▲1.25％ なお、令和２年２月以降に徴

収した保険料は令和２年度に繰

延 滞 金 0円 0円 - 越した後、令和２年度会計にて

納付する。

合 計 533,608,621円 521,020,701円 5.96％ また、低所得者等にかかる保

険料軽減分は、県が４分の３、

市が４分の１を負担することに

なっており、一般会計から繰入

された保険基盤安定負担金（前

年比1.25％減）を広域連合へ納

付した。
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１３．下水道事業特別会計



 



令和元年度下水道事業特別会計歳入歳出決算

１．当初予算対決算の状況

(1) 歳　　入

増減額Ａ－Ｂ(C) 増減率Ｃ/Ｂ(％) 決算額(％) 予算額(％)

1 事 業 収 入 137,471 175,216 ▲ 37,745 ▲ 21.5 7.7 9.5

2 国 庫 支 出 金 161,837 147,600 14,237 9.6 9.1 8.1

3 繰 入 金 784,738 806,794 ▲ 22,056 ▲ 2.7 44.1 44.1

4 繰 越 金 37 1 36 3,600.0 0.0 0.0

5 諸 収 入 28 2 26 1,300.0 0.0 0.0

6 市 債 695,300 700,500 ▲ 5,200 ▲ 0.7 39.1 38.3

1,779,411 1,830,113 ▲ 50,702 ▲ 2.8 100.0 100.0

歳入決算の状況 （単位：千円）

(2) 歳　　出

増減額Ａ－Ｂ(C) 増減率Ｃ/Ｂ(％) 決算額(％) 予算額(％)

1 事 業 費 829,231 877,634 ▲ 48,403 ▲ 5.5 46.6 48.0

2 公 債 費 950,180 952,479 ▲ 2,299 ▲ 0.2 53.4 52.0

1,779,411 1,830,113 ▲ 50,702 ▲ 2.8 100.0 100.0

歳出決算の状況 （単位：千円）

（単位：千円）

比　　　　　較 総額に対する構成比

歳  入  合  計

（単位：千円）

総額に対する構成比
区　  　分 決算額(Ａ) 当初予算額(Ｂ)

比　　　　　較

歳  出  合  計

当初予算額(Ｂ)区　  　分 決算額(Ａ)
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事 業 項 目 及 び

実 績 内 容 事 業 効 果事業費（決算額）

円

下 水 道 事 業 637,686,326円 下水道は、生活周辺環境の向下水道整備事業

特 別 会 計 上、衛生的で快適な生活の享受

1,779,411,193 及び都市的な豊かさを体現でき①むつ処理区［管渠等工事１０件、計画・実施設計業務委託５件、

る地域づくりに欠かせない施設施設設備更新工事１件］

595,707,400円 であり、さらに河川等公共用水

域の水質改善や水質汚濁防止に

海老川町地区他舗装本復旧工事 19,666,800円 積極的な役割を果たし、豊かな

（海老川町、昭和町、下北町、中央二丁目地内 自然環境の永続的な保全に大き

舗装復旧 A=2,430.0㎡） く寄与する。

また、ナショナルミニマム

緑町地区管渠工事その７ 62,865,000円 （国民の全てが享受できる最低

（緑町、下北町、昭和町地内 φ200mm 施工延長 L=883.7m） 限の生活水準）としての位置付

けをもつ生活基盤施設である。

柳町三丁目地区管渠工事その６ 70,221,600円

（柳町二丁目、三丁目地内 φ200mm 施工延長 L=885.0m） 《令和元年度の下水道整備状況》

海老川町地区管渠工事その２ 34,584,000円 ○整備面積

（海老川町地内 φ200mm 施工延長 L=494.4m） むつ処理区 19.3ha

大畑処理区 0.2ha

若松町地区管渠工事その２ 63,250,000円

（若松町地内 φ200mm 施工延長 L=813.5m） ○建設事業費

むつ処理区 617,772千円

昭和町地区管渠工事その２ 98,670,000円 大畑処理区 3,546千円

（昭和町地内 φ250mm 施工延長 L=262.6m） 川内処理区 16,368千円

合 計 637,686千円

中央幹線第３工区管渠工事 42,933,000円

（中央二丁目地内 φ200mm・φ250mm 施工延長 L=260.2m） 《事業計画及び整備実績》

昭和町地区管渠工事その３ 65,241,000円 ①むつ処理区(公共下水道)

（昭和町地内 φ200mm 施工延長 L=214.6m） 事業期間 H７～R12（H42）

供用開始 H15.４.１

柳町三丁目地区管渠工事その７ 17,798,000円 全体計画 処理面積 1,280ha

（柳町三丁目地内 φ200mm 施工延長 L=153.0m） 処理人口 23,800人

事業計画 処理面積 307ha

柳町三丁目地区管渠工事その８ 11,792,000円 処理人口 7,400人

（柳町三丁目地内 φ200mm 施工延長 L=124.0m） 整備実績 整備面積 197.2ha

整備人口 4,629人

むつ市公共下水道むつ下水浄化センターの実施設計の作成委託 整備率 対全体計画 15.4％

に関する協定（H30繰越明許） 29,475,000円 対事業計画 64.2％

下水道普及率 10.4％

昭和町地区実施設計業務委託その３ 19,954,000円 建設費累計 143.8億円

中央地区実施設計業務委託その２ 14,245,000円 ※普及率=整備人口/地区人口

海老川町地区実施設計業務委託その２ 19,459,000円

上川町地区実施設計業務委託その２ 18,700,000円

むつ下水浄化センター１・２号汚水ポンプ逆止弁更新工事

6,853,000円
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事 業 項 目 及 び

実 績 内 容 事 業 効 果事業費（決算額）

円

下 水 道 事 業 ②大畑処理区(公共下水道)②大畑処理区［管渠等工事 １件］

特 別 会 計 3,412,800円 事業期間 H11～R12（H42）

（続き） 供用開始 H16.４.１

大畑処理区管渠埋設工事その４０ 3,412,800円 全体計画 処理面積 295ha

（大畑町上野地内 φ150mm 施工延長 L=22.1m） 処理人口 4,200人

事業計画 処理面積 177ha

処理人口 3,700人

整備実績 整備面積 155.1ha

整備人口 3,473人

整備率 対全体計画 52.6％③川内処理区［施設設備更新工事 １件］

16,368,000円 対事業計画 87.6％

下水道普及率 53.8％

川内下水浄化センター攪拌曝気装置更新工事その２ 建設費累計 57.4億円

16,368,000円

③川内処理区

(特定環境保全公共下水道)

事業期間 H６～H25【整備済】

供用開始 H12.10.１

22,198,126円 整備実績 整備面積 126.0ha④その他人件費等事務費

整備人口 2,493人

下水道普及率 68.2％

建設費累計 61.8億円

④脇野沢処理区

(特定環境保全公共下水道)

事業期間 H８～H18【整備済】

供用開始 H14.８.１

整備実績 整備面積 38ha

整備人口 803人

下水道普及率 56.7％

建設費累計 31.6億円

⑤脇野沢九艘泊,寄浪･蛸田地区

(漁業集落排水施設)

事業期間 H９～H18【整備済】

供用開始 九艘泊 H12.４.１

寄浪･蛸田 H18.８.１

整備実績 整備面積 10.5ha

整備人口 178人

建設費累計 9.7億円
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１４．介護保険特別会計



 



令和元年度介護保険特別会計歳入歳出決算

１．当初予算対決算の状況

(1) 歳　　入

増減額Ａ－Ｂ(C) 増減率Ｃ/Ｂ(％) 決算額(％) 当初予算額(％)

1 保 険 料 1,286,306 1,332,237 ▲ 45,931 ▲ 3.4 19.5 20.6

2 分 担 金 及 び 負 担 金 24,706 27,338 ▲ 2,632 ▲ 9.6 0.4 0.4

3 使 用 料 及 び 手 数 料 176 200 ▲ 24 ▲ 12.0 0.0 0.0

4 国 庫 支 出 金 1,636,497 1,587,549 48,948 3.1 24.8 24.5

5 支 払 基 金 交 付 金 1,655,104 1,687,116 ▲ 32,012 ▲ 1.9 25.0 26.0

6 県 支 出 金 943,829 908,293 35,536 3.9 14.3 14.0

7 財 産 収 入 0 17 ▲ 17 ▲ 100.0 0.0 0.0

8 繰 入 金 1,058,528 937,060 121,468 13.0 16.0 14.5

9 諸 収 入 587 13 574 4,415.4 0.0 0.0

6,605,733 6,479,823 125,910 1.9 100.0 100.0

歳入決算の状況 （単位：千円）

(2) 歳　　出

増減額Ａ－Ｂ(C) 増減率Ｃ/Ｂ(％) 決算額(％) 当初予算額(％)

1 総 務 費 102,207 115,776 ▲ 13,569 ▲ 11.7 1.6 1.8

2 保 険 給 付 費 5,945,830 6,083,547 ▲ 137,717 ▲ 2.3 92.4 93.9

3 地 域 支 援 事 業 費 254,756 277,407 ▲ 22,651 ▲ 8.2 4.0 4.3

4 財政安定化基金拠出金 0 1 ▲ 1 ▲ 100.0 0.0 0.0

5 基 金 積 立 金 0 17 ▲ 17 ▲ 100.0 0.0 0.0

6 公 債 費 0 1,380 ▲ 1,380 ▲ 100.0 0.0 0.0

7 諸 支 出 金 127,593 995 126,598 12,723.4 2.0 0.0

8 予 備 費 0 700 ▲ 700 ▲ 100.0 0.0 0.0

6,430,386 6,479,823 ▲ 49,437 ▲ 0.8 100.0 100.0

歳出決算の状況 （単位：千円）

＜保険給付費内訳＞

増減額Ａ－Ｂ(C) 増減率Ｃ/Ｂ(％) 当年度決算額(％) 前年度決算額(％)

居 宅 サ ー ビ ス 3,549,351 3,595,031 ▲ 45,680 ▲ 1.3 59.7 60.4

施 設 サ ー ビ ス 1,901,309 1,864,406 36,903 2.0 32.0 31.3

福 祉 用 具 購 入 費 7,288 7,900 ▲ 612 ▲ 7.7 0.1 0.1

住 宅 改 修 費 11,920 16,487 ▲ 4,567 ▲ 27.7 0.2 0.3

審 査 支 払 手 数 料 5,924 5,900 24 0.4 0.1 0.1

高 額 サ ー ビ ス 費 158,064 159,394 ▲ 1,330 ▲ 0.8 2.7 2.7

特定入所者介護サービス等費 294,080 291,035 3,045 1.0 4.9 4.9
高額医療合算介護サービス等費 17,894 14,954 2,940 19.7 0.3 0.2

歳  出  合  計 5,945,830 5,955,107 ▲ 9,277 ▲ 0.2 100.0 100.0

　（給付の状況） （単位：千円）

歳  出  合  計

当初予算額(Ｂ)区　  　分 決算額(Ａ)

（単位：千円）

比　　　　　較 総額に対する構成比

歳  入  合  計

（単位：千円）

総額に対する構成比
区　  　分 決算額(Ａ) 当初予算額(Ｂ)

比　　　　　較

区　  　分

（単位：千円）

当年度決算額(Ａ) 前年度決算額(Ｂ)
比　　　　　較 総額に対する構成比

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

1,800,000

保険料 分担金及び負担金 国庫支出金 支払基金交付金 県支出金 繰入金 その他

1,286,306 

24,706 

1,636,497 1,655,104 

943,829 1,058,528 

763 

0

500,000
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1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

3,500,000

4,000,000

居宅サービス 施設サービス 福祉用具購入費 住宅改修費 審査支払手数料 高額サービス費 特定入所者費 高額医療合算

3,549,351

1,901,309

7,288 11,920 5,924 158,064 294,080 17,894

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

総務費 保険給付費 地域支援事業費 財政安定化基金 基金積立金 公債費 諸支出金

102,207 

5,945,830 

254,756 0 0 0 127,593 
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事 業 項 目 及 び

（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果事業費

円

介 護 保 険 介護保険制度による介護保険介護保険事業

特 別 会 計 の給付を行い、要介護（要支援）

6,430,385,824 人口の状況（３月末） 者が、できる限り自宅で自立し

（単位：人、％） た生活を営めるようにするため

の手助けと、家族の介護に対す

総人口（A） 65歳以上(B) 40歳～64歳 高齢化率（B/A） る負担を軽減した。

56,244 18,670 19,038 33.2

第１号被保険者の状況（３月末）

（単位：人、世帯）

区 分 被保険者数 世 帯 数

65歳以上75歳未満 9,526 ―

75歳以上 9,113 ―

計 18,639 13,653

介護保険料の状況

（単位：円、％）

区 分 調 定 額 収 納 額 収 納 率

普通徴収 133,519,426 98,267,695 73.6 還付未済額 51,349円

特別徴収 1,187,449,671 1,188,038,794 100.0 還付未済額 589,123円

計 1,320,969,097 1,286,306,489 97.4

認定者数（３月末）

（単位：人、％）

区 分 計
要支援 要支援 要介護 要介護 要介護 要介護 要介護

１ ２ １ ２ ３ ４ ５

第１号被保険者 263 471 594 712 549 495 491 3,575

第２号被保険者 1 7 15 21 7 8 13 72

総 数 264 478 609 733 556 503 504 3,647

総数に対する割合 7.2 13.1 16.7 20.1 15.3 13.8 13.8 100.0
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事 業 項 目 及 び

（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果事業費

円

介 護 保 険 受給者数

特 別 会 計

（続き） ・居宅介護（介護予防）サービス受給者数（３月審査分） （単位：人、％）

区 分 計
要支援 要支援 要介護 要介護 要介護 要介護 要介護

１ ２ １ ２ ３ ４ ５

第１号被保険者 72 179 448 561 368 222 174 2,024

第２号被保険者 0 5 11 19 4 5 7 51

総 数 72 184 459 580 372 227 181 2,075

総数に対する割合 3.5 8.9 22.1 28.0 17.9 10.9 8.7 100.0

・地域密着型（介護予防）サービス受給者数（３月審査分） （単位：人、％）

区 分 計
要支援 要支援 要介護 要介護 要介護 要介護 要介護

１ ２ １ ２ ３ ４ ５

第１号被保険者 1 2 38 69 75 65 59 309

第２号被保険者 0 0 0 0 1 1 0 2

総 数 1 2 38 69 76 66 59 311

総数に対する割合 0.3 0.6 12.2 22.2 24.5 21.2 19.0 100.0

・施設介護サービス受給者数（３月審査分） （単位：人、％）

区 分 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

第 １ 号 被 保 険 者 14 34 117 186 231 582

介護老人福祉施設 0 7 71 117 146 341

介護老人保健施設 13 27 45 59 60 204

介護療養型医療施設 1 0 1 10 25 37

第 ２ 号 被 保 険 者 0 0 0 1 3 4

介護老人福祉施設 0 0 0 0 2 2

介護老人保健施設 0 0 0 1 1 2

介護療養型医療施設 0 0 0 0 0 0

総 数 14 34 117 187 234 586

総数に対する割合 2.4 5.8 20.0 31.9 39.9 100.0
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事 業 項 目 及 び

（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果事業費

円

介 護 保 険 保険給付費の状況

特 別 会 計 （単位：件、円）

（続き）

区 分 延件数 費 用 額 保険者負担分

訪 問 介 護 11,451 1,019,299,141 912,881,968

訪 問 入 浴 介 護 1,443 99,237,980 88,818,270

訪 問 通 所 訪 問 看 護 2,070 95,168,532 85,354,304

サ ー ビ ス 訪 問 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 512 16,360,992 14,664,300

通 所 介 護 8,696 526,692,183 472,900,110

通 所 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 5,298 306,960,064 274,376,590

計 29,470 2,063,718,892 1,848,995,542

短 期 入 所 生 活 介 護 3,341 424,790,452 381,200,976

短 期 入 所 短 期 入 所 療 養 介 護 167 17,984,499 16,186,048

サ ー ビ ス 短 期 入 所 療 養 医 療 型 32 3,385,940 3,047,346

計 3,540 446,160,891 400,434,370

福 祉 用 具 購 入 239 8,202,014 7,288,329
償 還 払 い

住 宅 改 修 113 13,319,910 11,920,135

計 352 21,521,924 19,208,464

福 祉 用 具 貸 与 13,688 171,915,740 154,033,181

居 宅 療 養 管 理 指 導 1,626 8,999,610 8,087,614
そ の 他 の

居 宅 介 護 支 援 24,379 338,354,070 338,354,070
単品サービス

特 定 施 設 入 所 者 生 活 介 護 291 49,175,021 44,257,514

計 39,984 568,444,441 544,732,379

認 知 症 対 応 型 通 所 介 護 731 64,405,700 57,664,432

地 域 密 着 型 通 所 介 護 835 59,462,030 53,447,011

地 域密着型 小 規 模 多 機 能 型 居 宅 介 護 338 73,891,870 65,813,557

サ ー ビ ス 認知症対応型共同生活介護 1,215 339,025,847 304,192,048

介護老人福祉施設入所者生活介護 964 306,530,940 274,070,171

計 4,083 843,316,387 755,187,219

介 護 老 人 福 祉 施 設 4,125 1,191,622,244 1,070,440,846

施 設 介 護 老 人 保 健 施 設 2,523 749,153,283 671,333,712

サ ー ビ ス 介 護 療 養 型 医 療 施 設 453 177,626,830 159,534,823

計 7,101 2,118,402,357 1,901,309,381

小 計 84,530 6,061,564,892 5,469,867,355

高 額 介 護 サ ー ビ ス 等 費 14,301 ― 158,064,261

特定入所者介護サービス等費 15,769 ― 294,079,952

高額医療合算介護サービス等費 728 ― 17,894,285

審 査 支 払 手 数 料 83,439 ― 5,924,169

保 険 給 付 費 合 計 198,767 6,061,564,892 5,945,830,022
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事 業 項 目 及 び

（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果事業費

円

介 護 保 険 66,311,710円 法に基づき介護認定審査を行介護認定審査会事務

特 別 会 計 った。

（続き） 下北地域５市町村で共同設置した「下北圏域介護認定審査会」に ※関係法令：介護保険法

おいて各構成市町村からの要介護等認定申請につき、審査・判定を

行った。

下北圏域介護認定審査会 委員数35人（５人×７合議体）

判定結果（人）

開催 審 査

非該当 再調査 総 計
回数 延人数 要支援 要支援 要介護 要介護 要介護 要介護 要介護

（人） １ ２ １ ２ ３ ４ ５

136 4,560 8 335 488 953 891 641 657 587 0 4,560

むつ市 5 246 400 701 695 494 485 466 0 3,492

大間町 1 19 36 61 50 47 45 32 0 291

市町村

東通村 1 46 35 112 97 63 72 48 0 474

別内訳

風間浦村 1 8 6 39 29 22 21 22 0 148

佐井村 0 16 11 40 20 15 34 19 0 155

(R２.３.31現在）

254,755,765円 地域における自立した生活の地域支援事業

支援を実施することにより、生介護予防・生活支援サービス

きがいや自己実現のための取組

を支援し、活動的で生きがいの

区 分 件数 費用額 保険者負担分 ある生活や人生を送ることがで

きるように支援した。

訪問介護相当サービス 10,018件 37,019,480円 33,067,213円

通所介護相当サービス 16,210件 93,609,280円 83,908,291円

通所型サービスＣ 16件 57,808円 44,730円

介護予防ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 3,850件 － 16,853,832円

審査支払手数料 8,878件 － 630,338円

高額介護予防ｻｰﾋﾞｽ費相当 47件 － 87,956円

高額医療合算介護予防 2件 － 24,776円

サービス費相当
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事 業 項 目 及 び

（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果事業費

円

介 護 保 険 住民主体の通いの場を充実介護予防・生活支援サービス

特 別 会 計 させ、参加者や通いの場が継続一般介護予防事業

（続き） 的に拡大していくような地域づ

１．介護予防普及啓発事業 くりを推進した。

事 業 名 事 業 概 要 R1実績

元気☆はつらつ運動 ストレッチ、ボディポテン 48 回

教室 シャルを中心に運動を実施 759 人

介護予防セミナー 地域包括支援センターの協 23 回

力機関であるブランチに委 366 人

託し実施

介護予防講演会 認知症予防に関する講演会 4 回

を開催 144 人

介護予防講座 介護予防のお話と運動指導、 19 回

介護予防事業の説明等 513 人

介護予防交流会 住民主体の介護予防活動に 1 回

関する講話や体操を実施 146 人

２．地域介護予防活動支援事業

事 業 名 事 業 概 要 R1実績

地域サロン 社会福祉協議会、ボラン 227 回

ティア団体等による地域 3,373 人

サロンの開催支援

介護予防運動 ボランティア団体による 134 回

介護予防運動の開催支援 3,813 人

住民主体の通いの場 町内会等の団体で取り組 305 回

む介護予防活動の支援 2,849 人
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事 業 項 目 及 び

（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果事業費

円

介 護 保 険 介護予防支援・介護予防マネ包括的支援事業

特 別 会 計 ジメントが必要な要支援者等に

（続き） １．介護予防支援・介護予防ケアマネジメント業務 対してケアプランの作成やサー

ビス調整を行った。

区 分 R1実績

地域包括支援センター桜木作成 425 件

介護予防支援 ・一部委託先支援事業所作成 420 件

ケアプラン

作成 地域包括支援センターみちのく作成 887 件

・一部委託先支援事業所作成 1,196 件

介護予防ケア 地域包括支援センター桜木作成 967 件

マネジメント ・一部委託先支援事業所作成 696 件

ケアプラン

作成 地域包括支援センターみちのく作成 547 件

・一部委託先支援事業所作成 1,630 件

合 計 6,768 件

２．総合相談支援

区 分 R1実績

高齢者実態把握 延 523 件

総合相談支援、権利擁護等相談件数 延 1,040 件

介護保険・その他の福祉 延 992 件

権利擁護（成年後見制度等） 延 28 件

高齢者虐待 延 20 件

地域におけるネットワークを包括的継続的ケアマネジメント支援業務

構築した。

１．体制構築

○関係機関との連携：地域ケア会議（市内居宅、介護福祉施設、

保健所、むつ総合病院、川内診療所、大

畑診療所、理学療法士、作業療法士、歯

科医師、薬剤師等と連携）

○医療機関との連携：地域連携パス事業、むつ下北地区看護と

介護の連携づくり委員会を通じて急性期

及び回復期医療機関との連携体制の構築

を図っている。
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事 業 項 目 及 び

（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果事業費

円

介 護 保 険 ２．介護支援専門員に対する個別支援 ケアマネジャーに対する支援

特 別 会 計

（続き） ・相談窓口

・支援困難事例を抱える介護支援専門員への対応

・個別事例に対するサービス担当者会議開催支援

・質の向上のための研修

・ケアプラン作成指導を通じた介護支援専門員のケアマネジメン

トの指導

・介護支援専門員同士のネットワーク構築

・介護支援専門員に対する情報支援

・ケアプランの趣旨に基づいてサービスが提供されるよう、居宅

サービス事業所等への研修等の働きかけ

在宅医療と介護を一体的に提在宅医療・介護連携推進事業

・在宅医療・介護連携推進協議会 １回／年 開催 供するため、医療関係と介護事

・在宅医療・介護連携推進支援センター設置（むつ総合病院内） 業所等の関係者の連携を推進す

・ 下北圏域における社会資源情報ホームページ」作成 るための事業を実施した。「

生活支援サービスを担う事業生活支援体制整備事業

協議体 主体と連携しながら、多様な日
常生活上の支援体制の充実・強

令和元年度 化及び高齢者の社会参加の推進

を一体的に図った。

生活支援コーディネーター開催回数

第１層協議体 （市全体） 2回 1人

第２層協議体 田名部地区 2回 1人

大 湊 地 区 2回 1人

大 畑 地 区 2回 1人

川 内 地 区 2回 1人

脇野沢地区 2回 1人

生活支援コーディネーター活動実績

活 動 内 容 令和元年度

生活支援サービスの把握 3件

地域資源の把握 12件

関係機関とのネットワークの構築 1件

担い手の養成に関すること 9件

認知症の人やその家族に早期認知症総合支援事業

１．認知症初期集中支援事業 に関わる支援チームを配置し、

認知症初期集中支援チーム員会議の開催 ４回 早期診断・早期対応に向けた支

援体制を構築を図った。

２．認知症地域支援・ケア向上事業 医療・介護等の連携強化等に

・認知症地域支援推進員の配置 ５人 よる、地域における支援体制の

（直営包括１人、委託型包括４人） 構築と認知症ケアの向上を図っ

・認知症カフェの開催 ４か所×11回／年 た。
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事 業 項 目 及 び

（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果事業費

円

介 護 保 険 地域の実情に応じた、効果的任意事業

特 別 会 計 ・効率的な事業を実施した。

（続き）

事 業 名 事 業 概 要 R1実績 備 考

介護給付適正化事業 介護給付の適正化のために、ケアプラン点 49件 ケアプラン点検実施

検などを行う。 件数

家 族 介 護 慰 労 金 要介護４、５の高齢者等を市民税非課税世帯 3件 １週間程度の短期入

の家族が１年間介護ｻｰﾋﾞｽを利用しないで 所は可とする。入院

介護した場合に、慰労金 50,000円支給。 期間は判定期間から

除外する。

家 族 介 護 教 室 介護家族や近隣の援助者を対象に、介護の 36回 在介８か所に委託

知識や技術の習得のための教室を開催。 延 373人

介護用品の支給事業 要介護４、５の高齢者を市民税非課税世帯 70人 実人員

の家族が居宅において介護している場合に、

介護用品購入の援助。月5,000円上限

食の自立支援ｻｰﾋﾞｽ 単身高齢者、高齢者のみの世帯等に、自立 107人

支援の観点から適切であると認めた者に配 延 6,520件

食ｻｰﾋﾞｽのほか食関連ｻｰﾋﾞｽの利用調整

自己負担＠410円 週２回まで

成年後見制度利用 市長申立の審判に係る経費及び成年後見人 11件

支 援 事 業 等に支払う報酬を助成する。(生活保護等

低所得者対象：報酬助成額は在宅者28,000

円、施設入所者18,000円を上限とする）

認知症サポーター 認知症患者及び家族を地域で支え、見守る 21回

養 成 講 座 ことを目的にサポーターを養成 583人

高 齢 者 等 見 守 り 事業所と協定締結し、地域で見守りが必要 25事業者

ネットワーク事業 な高齢者等を日常業務の訪問等を通じて見 通報数８件

守る活動を行う。

各事業所、地域団体を認知症サポート事業 事業所 ０件むつ市認知症サポート

事業所・団体認定事業 所、団体として認定し認知症への理解の普 団 体 ５件

及啓発を図る。

むつ市認知症SO S 事業に登録した高齢者が行方不明になった 16人 年度内新規登録者数

ネットワーク事業 場合に早期に発見及び保護するための体制

構築を図る。



 



- 163 -

１５．魚市場事業特別会計



 



令和元年度魚市場事業特別会計歳入歳出決算

１．予算対決算の状況

(1) 歳　　入

増減額Ａ－Ｂ(C) 増減率Ｃ/Ｂ(％) 決算額(％) 予算額(％)

1 使 用 料 及 び 手 数 料 2 1 1 100.0 0.0 0.0

2 財 産 収 入 0 1 ▲ 1 ▲ 100.0 0.0 0.0

3 繰 入 金 7,561 8,136 ▲ 575 ▲ 7.1 94.6 100.0

4 繰 越 金 0 1 ▲ 1 ▲ 100.0 0.0 0.0

5 諸 収 入 429 1 428 42,800.0 5.4 0.0

7,992 8,140 ▲ 148 ▲ 1.8 100.0 100.0

歳入決算の状況

(2) 歳　　出

増減額Ａ－Ｂ(C) 増減率Ｃ/Ｂ(％) 決算額(％) 予算額(％)

1 総 務 費 66 167 ▲ 101 ▲ 60.5 0.8 2.1

2 施 設 費 1,053 1,091 ▲ 38 ▲ 3.5 13.2 13.4

3 公 債 費 6,873 6,882 ▲ 9 ▲ 0.1 86.0 84.5

7,992 8,140 ▲ 148 ▲ 1.8 100.0 100.0

歳入決算の状況

歳出決算の状況

          （単位：千円）

歳  入  合  計

歳  出  合  計

予算額(Ｂ)区　  　分 決算額(Ａ)

区　  　分 決算額(Ａ) 予算額(Ｂ)

         （単位：千円）

         （単位：千円）

         （単位：千円）

               （単位：千円）

（単位：千円）

比　　　　　較 総額に対する構成比

（単位：千円）

総額に対する構成比比　　　　　較
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事 業 項 目 及 び

（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果事業費

円

魚 市 場 事 業 市場における適正な管理運営魚市場管理事業

特 別 会 計 に努めた。

7,991,742 〇令和元年度地方卸売市場取扱高

区 分 数 量 金 額

鮮 魚 介 類 1,086.8トン 771,376千円

冷凍魚介類 86.1トン 71,902千円

合 計 1,172.9トン 843,278千円



 


